
Ｈ2有限会社「すみれ薬局」 
指定居宅療養管理指導・指定介護予防居宅療養管理指導  

運営規程 
第 1条（目的） 
この運営規程は、Ｈ２有限会社（以下「法人」という。）が開設する「みずほ薬局月が丘」（以下「事
業所」という。）において実施する指定居宅療養管理指導及び指定介護予防居宅療養管理指導
（以下「居宅療養管理指導等」という。）について、介護保険法及び関係法令に基づき、人員、設備
及び運営に関する事項を定め、事業の適正な運営を確保するとともに、利用者に対し適切かつ質の高
いサービスを提供することを目的とする。 
 
第 2条（基本方針） 
事業所は、利用者が可能な限り住み慣れた居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう支
援する。薬剤師は、医師又は歯科医師の指示に基づき居宅を訪問し、薬学的管理及び服薬指導を
実施し、安全で有効な薬物療法の継続に努める。利用者本人の意思及び人格を尊重し、常に利用者
の立場に立ったサービス提供を行う。居宅介護支援事業者、地域包括支援センター、訪問看護事業
所、医療機関その他関係機関と密接な連携を図り、地域包括ケアシステムの推進に努める。 
関係法令及び介護保険制度を遵守し、継続的な業務改善及び職員教育を実施する。 
 
第 3条（事業者） 
法人名 Ｈ２有限会社 代表取締役 四倉曉子 
 
第 4条（事業所の概要） 
事業所名 すみれ薬局 
所在地 岩手県盛岡市西青山 2丁目 18番 57号 
電話番号 019-645-2311 FAX番号 019-645-2314 
介護保険事業所番号 0340143841 
 
第 5条（実施する事業） 
事業所は次の事業を実施する。指定居宅療養管理指導・指定介護予防居宅療養管理指導 
 
第 6条（管理者） 
管理者は薬剤師とし、事業所の従業者及び業務全般を統括する。 
管理者は法令を遵守し、適正な事業運営に努める。 
 
第 7条（従業者の職種及び職務内容） 
■管理者 管理薬剤師 
事業運営の統括、職員の指導監督、関係機関との連絡調整、法令遵守体制の整備、 
実地指導への対応 



■薬剤師 
医師又は歯科医師の指示確認、利用者宅への訪問、服薬状況確認、残薬確認、副作用確認、 
相互作用確認、重複投薬確認、処方提案、医療・介護関係者への情報提供、 
居宅療養管理指導記録作成 
■事務職員 
利用申込受付、請求事務、書類管理、記録保存、電話対応、個人情報管理 
 
第 8条（営業日及び営業時間） 
営業日は薬局営業日に準ずる。営業時間は薬局営業時間とする。 
緊急時は利用者の状況に応じ、必要な対応を行う。 
 
第 9条（通常の事業実施地域） 
通常の事業実施地域は次のとおりとする。 
盛岡市 滝沢市 矢巾町 ※なお、地域外については相談に応じ対応する場合がある。 
 
第 10条（サービス内容） 
薬剤師は医師又は歯科医師の指示に基づき次の業務を行う。 
薬剤管理状況確認、服薬状況確認、服薬支援、一包化薬の確認、残薬整理、副作用確認、 
相互作用確認、重複投薬確認、医薬品保管方法確認、医療機器使用状況確認 
在宅療養上の助言、家族への指導、医師への報告、ケアマネジャーへの情報提供、必要に応じた処方
提案、その他薬学的管理に必要な事項 
 
第 11条（利用料） 
利用料は介護保険法に定める厚生労働大臣が定める基準による。介護保険給付対象外となる費用
については、あらかじめ利用者又は家族へ説明し、文書により同意を得る。 
 
第 12条（利用者への説明及び同意） 
サービス開始前に重要事項説明書を交付し、十分な説明を行う。 
利用者又は代理人から同意を得た上でサービスを開始する。 
 
第 13条（秘密保持及び個人情報保護） 
職員は業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。退職後も同様とする。 
個人情報は関係法令及び法人の個人情報保護規程に基づき適正に管理する。 
 
第 14条（記録の整備） 
サービス提供記録、訪問記録、報告書その他必要な記録を整備し、法令に基づき保存する。 
電子媒体による保存を行う場合は、真正性、見読性及び保存性を確保する。 
 



第 15条（事故発生時の対応） 
事故が発生した場合は速やかに利用者・家族・主治医・居宅介護支援事業者・関係行政機関へ連絡
し、必要な措置を講じる。事故原因を分析し、再発防止策を講じる。 
 
第 16条（苦情処理） 
苦情受付担当者管理薬剤師を配置し、利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応する。 
苦情内容は記録し、再発防止に活用する。 
 
第 17条（虐待防止） 
法人は虐待防止委員会を設置する。年 1回以上の研修を実施する。 
虐待の疑いを把握した場合は速やかに市町村へ通報する。 
 
第 18条（身体的拘束等の適正化） 
身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は、緊急やむを得ない場合を除き行わない。 
やむを得ず実施した場合は、その理由、実施時間、経過等を記録する。 
 
第 19条（感染症対策） 
感染症発生時には業務継続計画（BCP）に基づき対応する。 
感染症予防のため、標準予防策、手指衛生及び個人防護具の適切な使用を徹底する。 
 
第 20条（業務継続計画） 
感染症及び自然災害に備えた業務継続計画を策定し、定期的な見直し及び訓練を実施する。 
 
第 21条（ハラスメント防止） 
職場及び訪問先におけるハラスメント防止に努める。職員が安心して勤務できる環境整備を推進する。 
 
第 22条（研修） 
職員に対し計画的な研修を実施する。法令遵守、医療安全、感染対策、虐待防止、個人情報保
護、在宅医療、接遇、医薬品安全管理、研修記録は保存する。 
 
第 23条（衛生管理） 
事業所内の衛生管理を徹底するとともに、医薬品及び医療材料を適切に管理する。 
 
第 24条（その他） 
この規程に定めるもののほか、必要な事項は法人が別に定める。 
 
附則 
本規程は令和 7年 8月 1日から施行する。 


